
令和６年２月５日 

政策経営部財政課 

 

令和６年度 都区財政調整について 

 

 

 令和６年度都区財政調整について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 令和６年度都区財政調整概要 

（１） 調整税等合計 ２兆１，８９４億円 （前年度比＋３．８％） 

（２） 交付金総額(調整税等×55.1％＋精算分)Ａ  １兆２，１６０億円 （  同  ＋１．８％） 

（３） 基準財政収入額 B １兆３，８２２億円 （  同  ＋４．４％） 

（４） 基準財政需要額 C ２兆５，３７４億円 （  同  ＋３．２％） 

（５） 交付金(＝A) １兆２，１６０億円 （  同  ＋１．８％） 

 ① 普通交付金（95％）（C－B） １兆１，５５２億円  

 ② 特別交付金（5％） ６０８億円  

 

２ 令和６年度都区財政調整の主な特徴 

（１）交付金の総額は、１兆２，１６０億円となり、前年度と比べ２１６億円、１．８％ 

   の増となった。 

（２）基準財政収入額は、基幹税目である特別区民税が雇用・所得環境の緩やかな改善に 

   よる増と定額減税の影響による減を反映したほか、地方特例交付金が定額減税によ 

   る減収額の補填に伴い増となったことなどにより、１兆３，８２２億円、前年度と 

   比べ５８７億円、４．４％の増となった。 

（３）基準財政需要額は、帯状疱疹ワクチン接種など１３項目の新規算定や、細街路拡幅 

   事業費など２８項目の算定改善等に加え、公共施設改築工事費の臨時的な算定など 

   により、２兆５，３７４億円となり、前年度と比べて７９２億円、３．２％の増と 

   なった。 

 

３ 令和５年度都区財政調整の取扱い 

    令和５年度における都区財政調整については、最終財源超過額が５３３億円とな

った。このため、物価高騰対策や標準給単価等の見直し、公共施設改築経費など、

５１５億円を普通交付金で追加交付し、１８億円を特別交付金に加算する再調整を

行う。 

 

４ その他 

    本件については、令和６年１月２９日開催の都区協議会において、都区双方で協

議し、正式に合意された。 
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（単位：百万円、％）
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  9,668   31,722 △ 22,054   －

Ａ 1,216,009 1,194,416   21,593   1.8

1,155,208 1,134,696   20,512   1.8

60,800 59,721   1,079   1.8

Ｂ 1,382,196 1,323,513   58,683   4.4

951,890 945,169   6,721   0.7

環 境 性 能 割 224 301 △ 77 △ 25.6

種 別 割 3,672 3,592
  

80   2.2

74,139 65,471   8,668   13.2
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1,029,925 1,014,532   15,393   1.5

3,618 3,335   283   8.5

21,388 17,207   4,181   24.3

22,105 16,654 5,451 32.7

232,348 237,019 △ 4,671 △ 2.0

37 36   1   2.8

3,686 3,425   261   7.6

45,764 5,662 40,102 708.3

1,358,871 1,297,872   60,999   4.7

3,270 3,280 △ 10 △ 0.3

10,325 9,830 495 5.0

828 882 △ 54 △ 6.1

1,169 1,061   108   10.2

939 954 △ 15 △ 1.6

1,375,402 1,313,880   61,522   4.7

△ 14,532 △ 12,163 △ 2,369   －

21,326 21,796 △ 470 △ 2.2

Ｃ 2,537,405 2,458,209   79,196   3.2

1,912,374 1,958,564 △ 46,190 △ 2.4

625,030 499,645   125,385   25.1

1,155,208 1,134,696   20,512   1.8

1,155,208 1,134,696   20,512   1.8

60,800 59,721   1,079   1.8

1,216,009 1,194,416   21,593   1.8

＊ 端数処理の結果、縦横計が合わない場合がある。

経 常 的 経 費

投 資 的 経 費

　差        引　　　　Ｃ－Ｂ

交
付
額

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

計

基 準 財 政 需 要 額

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

森 林 環 境 譲 与 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

合        計

特 別 区 民 税 特 例 加 減 算 額

地 方 消 費 税 交 付 金 特 例 加 算 額

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

内
　
訳

普 通 交 付 金 分 Ａ × 95%

特 別 交 付 金 分 Ａ × 5%

基 準 財 政 収 入 額

特
 
別
 
区
 
税

特 別 区 民 税

軽 自 動 車 税

特 別 区 た ば こ 税

鉱 産 税

小        計

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

精  　算  　分

エ＝ウ／イ

交
 
付
 
金
 
の
 
総
 
額

調
　
整
　
税
　
等

固 定 資 産 税

市 町 村 民 税 法 人 分

特 別 土 地 保 有 税

法 人 事 業 税 交 付 対 象 額

固定資産税減収補塡特別交付金

計

条例で定める割合 55.1% 55.1%

当　年　度　分

令和６年度　　都　区　財　政　調　整　　（　フレーム対比　）

区　　　　　　　分
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 差 引 増 △ 減 増　減　率

備 考
当 初 見 込 ア 当 初 見 込 イ ウ ＝ ア － イ
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＜参考＞財調財源と財調交付金の推移

（単位：億円）

増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率

市町村民
税法人分

4,898 △ 2,253 △31.5% 6,281 1,383 28.2% 6,286 5 0.1% 6,230 △ 56 △0.9% 6,223 △ 8 △0.1%

固定資産
税

13,036 184 1.4% 13,190 154 1.2% 13,831 641 4.9% 14,241 410 3.0% 14,770 529 3.7%

２３区 9,874 △ 1,118 △10.2% 10,916 1,042 10.6% 11,604 688 6.3% 12,095 492 4.2% 12,160 65 0.5%

世田谷区 489 △ 77 △13.5% 600 111 22.7% 666 66 11.1% 678 12 1.8% 676 △ 2 △0.2%

※1 … 財調財源は、令和4年度までは決算額、令和5年度は再調整後の額、令和6年度は当初見込額

※2 … 23区交付金は、令和4年度までは決算額、令和5年度は再調整後の額、令和6年度は当初見込額

※3 … 世田谷区交付金は、令和4年度までは決算額、令和5年度は6次補正後予算額、令和6年度は当初予算額

※4 … 数値は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、増減額欄の数値が一致しない場合があります

交
付
金

令和５年度見込み令和２年度 令和６年度見込み令和４年度

財
調
財
源

令和３年度

※1

※2

※3
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